様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 令和３年　１月１２日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）しみずけんせつ
                              　一般事業主の氏名又は名称 清水建設株式会社
（ふりがな）いのうえかずゆき
                    （法人の場合）代表者の氏名 取締役社長 井上　和幸    印
住所　〒104-8370
                      東京都中央区京橋二丁目１６－１
法人番号 1010401013565　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	■SHIMZ VISION 2030（長期ビジョン）
■中期経営計画<2019-2023>
■コーポレートレポート2020

	公表日
	2019年5月10日（長期ビジョン、中期経営計画）
2020年11月17日（コーポレートレポート）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社社外ホームページに公開
【企業情報―ポリシー―経営方針の下】
長期ビジョン（1～3ページ）
中期経営計画（2、14ページ）
【企業情報―ポリシーの下】
コーポレートレポート2020（16～19、28、29ぺージ）

	記載内容抜粋
	■SHIMZ VISION 2030（長期ビジョン）
１．シミズグループが 2030 年に目指す姿
建設事業の枠を超えた不断の自己変革と挑戦、多様なパートナーとの共創を通じて、時代を先取りする価値を創造（スマート イノベーション）し、人々が豊かさと幸福
を実感できる、持続可能な未来社会の実現に貢献します。
２．シミズグループが社会に提供する価値
・安全・安心でレジリエントな社会の実現
・健康・快適に暮らせるインクルーシブな社会の実現
　　*ICTを活用したまちづくりの実現他
・地球環境に配慮したサステナブルな社会の実現
３．ビジョンの達成に向けて
事業構造・技術・人財の 3 つのイノベーションの融合により、新たな価値を創造するスマート イノベーション カンパニーを目指します。
　*技術のイノベーション　AIを使った施工の自動化他
■中期経営計画<2019-2023>
【基本方針】
建設事業の深耕・進化と、非建設事業の収益基盤確立及び成長を支える経営基盤の強化を図り、グローバル展開の加速と ESG 経営の推進により、シミズグループの企業価値向上を実現し、SDGs の達成に貢献します。
*成長を支える経営基盤の強化として、「デジタル戦略」を明記。
・「デジタル戦略」
　デジタルプラットフォームの活用によるビジネスモデルやワークスタイルの変革をグループ全体で実現
１．最新の情報通信技術の活用により、当社を取り巻く環境の変化に柔軟かつ迅速に対応し、既存事業の成長と新事業の創出を加速
２．最先端かつグローバルに活用できるデジタルプラットフォームの整備による、様々なライフスタイル及びワークスタイルへの対応

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認後、社内外に公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画<2019-2023>


	公表日
	2019年5月10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社社外ホームページに公開
【企業情報―ポリシー―経営方針の下】
中期経営計画（5～15ページ）

	記載内容抜粋
	■中期経営計画<2019-2023>
5年間の投資計画において、生産性向上・研究開発投資（1,000億円）で建設生産システムの進化（ロボット等）やデジタル関連投資に注力することを明記
各事業の重点戦略にデジタル技術活用を明記（下記例）
・建築事業の重点戦略
　AI等の最新技術を活用した機械・構工法等の開発推進・展開
[bookmark: _GoBack]　BIM、省人化施工、デジタル化技術等の積極的な活用
　建築生産システム改革による生産性向上と生産体制の強化
・土木事業の重点戦略
　生産性向上・収益力向上を実現する技術開発の推進と展開
　CIM等、生産・管理システムの革新とi-Constructionの全面導入による生産性向上
・海外建設事業の重点戦略
　建設関連・ITなど国内外の有力企業・異業種アライアンスの推進
・不動産開発事業の重点戦略
　豊洲6丁目プロジェクト（豊洲スマートシティ）の推進ほか
・エンジニアリング事業の重点戦略
　デジタルソリューションに重点注力
　施設用途・顧客ニーズに応えるICTシステム受注の拡大
・LCV事業の重点戦略
　IoT・AI活用、グループ連携によるFM、PM、BMの更なる拡大
　ICT技術によるサービス事業の推進とスマートシティの実現
　インフラ・施設情報のデータベース化､IoT・AIを活用した新規事業参画と先鋭的まちづくり事業への展開
　都市OS（Operating System）の構築によるスマートシティの実現と事業創出
・フロンティア事業の重点戦略
　衛星データ活用ビジネスの推進
　将来性のあるベンチャー企業への投資及びコラボレーションの継続
　オープンイノベーションによる建設ICT技術・ロボット・AI等の導入
　ベンチャー投資による新規事業領域の拡大
・成長を支える経営基盤としての技術開発の重点戦略
　革新的な技術開発を可能にするために、研究施設の整備、人財の育成、知財戦略を推進するとともに、オープンイノベーションを活性化
革新的な生産・品質管理システムの確立に向けた技術開発の推進
　将来の成長分野（スマートシティ、交通インフラ等）に関する計画・設計・生産技術開発
　機械化・ロボット化、AI・IoT技術の活用推進等
技術開発基盤（人財、施設、外部連携、知財戦略等）の構築
・成長を支える経営基盤としてのデジタル戦略
　デジタルプラットフォームの活用によるビジネスモデルやワークスタイルの変革をグループ全体で実現
１．最新の情報通信技術の活用により、当社を取り巻く環境の変化に柔軟かつ迅速に対応し、既存事業の成長と新事業の創出を加速
２．最先端かつグローバルに活用できるデジタルプラットフォームの整備による、様々なライフスタイル及びワークスタイルへの対応
・成長を支える経営基盤としての人財育成の重点戦略
　グローバル人財・イノベーション人財戦略の推進
　事業展開に対応した人事管理の仕組みや人財データベースの構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認後、社内外に公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	コーポレートレポート2020（66、67ページ）


	記載内容抜粋
	・「情報統括担当役員（CIO）」に代表取締役副社長を選任済
・社長直轄のデジタル戦略推進室を設置済
・全社レベルのデジタル戦略推進委員会を設置済
（記載抜粋）
グループ会社を含めた情報管理施策を担当する情報統括担当（CIO）を設置し、「デジタル戦略推進委員会」を通じて、シミズグループ全体のIT戦略、情報セキュリティ機能を強化しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	中期経営計画（5、6、14ページ）

	記載内容抜粋
	・5年間の投資計画における生産性向上・研究開発投資（1,000億円）で建設生産システムの進化（ロボット等）やデジタル関連投資に注力することを明記
・「生産性向上」について、建設事業における生産性（2016年度比）向上率を主要KPIとして明記
2023年度目標：2016年度比向上率で20%以上
・最新の情報通信技術の活用により、当社を取り巻く環境の変化に柔軟かつ迅速に対応し、既存事業の成長と新事業の創出を加速
・最先端かつグローバルに活用できるデジタルプラットフォームの整備による様々なライフスタイル及びワークスタイルへの対応



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画<2019-2023>
コーポレートレポート2020

	公表日
	2019年5月10日（中期経営計画）
2020年11月17日（コーポレートレポート）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	中期経営計画（5、6ページ）
コーポレートレポート（23ページ）

	記載内容抜粋
	・5年間の投資計画における生産性向上・研究開発投資（1,000億円）で建設生産システムの進化（ロボット等）やデジタル関連投資に注力することを明記
・「生産性向上」について、建設事業における生産性（2016年度比）向上率を主要KPIとして明記
2023年度目標：2016年度比向上率で20%以上
2019年度実績：2016年度比向上率で11.8%



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年1月4日（年頭挨拶）
2020年11月17日（コーポレートレポート）
2020年10月21日（CEATEC2020）

	発信方法
	社長及び情報統括担当役員（CIO）がデジタル戦略推進の重要性をさまざまなステークホルダーに発信（下記例）
・2021年の年頭挨拶を清水建設社外ホームページに公開（一般紙・業界紙等にも発信）
・シミズコーポレートレポート2020における社長トップメッセージ
・アジア最大級のIT技術とエレクトロニクスの国際展示会であるCEATEC2020（ONLINE）への出展において、社長が当社のデジタルまちづくりを顧客等にプレゼンテーション
[bookmark: _Hlk60990547]・全社レベルのデジタルイノベーションセミナーの開催（年1回）情報統括担当役員（CIO）が開会挨拶
2019年度：2019年11月29日開催済
2020年度：2021年1月22日開催予定

	発信内容
	■2021年の社長年頭挨拶（抜粋）
今年は、官民挙げてのＤＸにより、人々の暮らしが変わり、産業構造も大きく変化する可能性があります。建設業にもデジタル化の波が押し寄せる中、我々はその波に流されることなく、改革マインドを以てデジタルとリアルのベストミックスを追求しなければなりません。つまり、デジタルというツールを使いこなし、時代にそぐわないものを刷新し、顧客に提供する新たな価値やビジネスモデルの創出に挑戦し続けなければならないのです。そうすることで企業としての競争力が高まるとともに、職場に働きがいと笑顔をもたらす新たなコミュニケーションが生まれます。このコミュニケーションにより、職場がイノベーション創出の場になるのです。
■シミズコーポレートレポート2020のトップメッセージ
ＳＤＧｓ達成に向けた取り組みと大胆なイノベーションを通して社会の期待を超える価値を創造し、持続可能な未来づくりに貢献していきます。
〜デジタルとリアルのベストミックスで、様々な社会課題解決に向け、ニューノーマルを見据えた「変革と挑戦」を続けていきます〜
■CEATEC2020（ONLINE）社長プレゼンテーション
「SMART INNOVATION CITY　シミズが考える未来のまちづくり」
■デジタルイノベーションセミナーの開催（年1回）
外部有識者による講演、AI活用、RPA活用事例等の社内共有他



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	通年実施
（デジタル戦略推進委員会を毎月開催）

	実施内容
	■デジタル戦略推進委員会の開催
情報統括担当役員（CIO）が委員長となり、グループのデジタル戦略・デジタル化施策の立案・展開とフォロー、全社情報化投資年度計画の立案・フォロー、グループの情報インフラ整備、情報セキュリティに関する事項、内部統制のIT統制対応について、審議している。
■「中期デジタル戦略」の策定と見直し
中期経営計画に基づく「中期デジタル戦略」を策定、進捗状況の把握、見直し等を実施している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年実施
（デジタル戦略推進委員会を毎月開催）

	実施内容
	・サイバーリスク、個人情報・機密情報漏洩のインシデント等については、デジタル戦略推進委員会（委員長：情報統括担当役員（CIO））で把握・対策を図るとともに、その対応状況をリスク管理委員会（委員長：社長、年２回開催）で定期的にモニタリングし、取締役会が監督している。
・経営上のリスクとして、サイバーリスク、個人情報・機密情報漏洩をリスクとして認識し、対応策を図っている。（有価証券報告書（第118期）の「事業等のリスク」に記載のとおり）
　【サイバーリスクへの対応策・主な取り組み】
　　・従業員対象の標的型メール訓練の実施
　　・社外公開サーバーの脆弱性診断
　　・外部委託によるウイルスの常時監視
　　・未知のマルウェア対策の実施
　【個人情報・機密情報漏洩リスクへの対応策・主な取り組み】
　　「プライバシー・ポリシー」の制定や個人情報保護規程等の整備，全社個人情報保護管理責任者の設置により、個人情報の適切な管理を実施するとともに、情報セキュリティリスクに対応するため、下記の各種取り組みを実施している。
・「情報セキュリティガイドライン」の適宜見直し
・「情報セキュリティハンドブック」の配布、ポスター掲載による啓発
・情報セキュリティｅラーニング、情報セキュリティ監査の定期的実施
・日本シーサート協議会への加盟とＣＳＩＲＴ体制によるインシデント対応



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

